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不利益処分に関する処分基準 個票 

保健福祉部 地域包括ケア推進課 

不利益処分の内容 介護予防・日常生活支援総合事業に係る事業者の指定の取消し等 

根拠法令等及び条項 介護保険法第１１５条の４５の９ 

処

分

基

準 

根拠条項 介護保険法第１１５条の４５の９ 

参考事項 
栃木市介護予防・日常生活支援総合事業に係る事業者の指定等 

に関する要綱 第９条 

設定等年月日 
平成９年１２月１７日設定 

平成２８年１１月２４日最終変更 

【 基 準 】 

（指定の取消し等） 

第９条 市長は、介護保険法法第１１５条の４５の９の規定により指定を取り消したと

き、又は指定の全部又は一部の効力を停止したときは、介護予防・日常生活支援総合事

業指定事業者指定取消（停止）通知書により当該指定事業者に通知するものとする。 

 

（介護保険法法第１１５条の４５の９） 

市町村長は、次のいずれかに該当する場合においては、当該指定事業者に係る指定事

業者の指定を取り消し、又は期間を定めてその指定事業者の指定の全部若しくは一部の

効力を停止することができる。  

（1）指定事業者が、介護保険法第百十五条の四十五第一項第一号イからニまで又は第百

十五条の四十五の五第二項の厚生労働省令で定める基準に従って第一号事業を行う

ことができなくなったとき。  

（2）第一号事業支給費の請求に関し不正があったとき。  

（3）指定事業者が、介護保険法第百十五条の四十五の七第一項の規定により報告又は帳

簿書類の提出若しくは提示を命ぜられてこれに従わず、又は虚偽の報告をしたとき。  

（4）指定事業者又は当該指定事業者の指定に係る事業所の従業者が、介護保険法第百十

五条の四十五の七第一項の規定により出頭を求められてこれに応ぜず、同項の規定に

よる質問に対して答弁せず、若しくは虚偽の答弁をし、又は同項の規定による検査を

拒み、妨げ、若しくは忌避したとき。ただし、当該指定事業者の指定に係る事業所の

従業者がその行為をした場合において、その行為を防止するため、当該指定事業者が

相当の注意及び監督を尽くしたときを除く。  

（5）指定事業者が、不正の手段により指定事業者の指定を受けたとき。  

（6）前各号に掲げる場合のほか、指定事業者が、この法律その他国民の保健医療若しく

は福祉に関する法律で政令で定めるもの又はこれらの法律に基づく命令若しくは処

分に違反したとき。  

（7）前各号に掲げる場合のほか、指定事業者が、地域支援事業又は居宅サービス等に関

し不正又は著しく不当な行為をしたとき。 
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（介護保険法第１１５条の４５の１） 

市町村は、被保険者（当該市町村が行う介護保険の住所地特例適用被保険者を除き、

当該市町村の区域内に所在する住所地特例対象施設に入所等をしている住所地特例適用

被保険者を含む。第三項第三号及び第百十五条の四十九を除き、以下この章において同

じ。）の要介護状態等となることの予防又は要介護状態等の軽減若しくは悪化の防止及び

地域における自立した日常生活の支援のための施策を総合的かつ一体的に行うため、厚

生労働省令で定める基準に従って、地域支援事業として、次に掲げる事業（以下「介護

予防・日常生活支援総合事業」という。）を行うものとする。  

（1）居宅要支援被保険者その他の厚生労働省令で定める被保険者（以下「居宅要支援被

保険者等」という。）に対して、次に掲げる事業を行う事業（以下「第一号事業」と

いう。） 

（ｲ）居宅要支援被保険者等の介護予防を目的として、当該居宅要支援被保険者等の居

宅において、厚生労働省令で定める基準に従って、厚生労働省令で定める期間にわ

たり日常生活上の支援を行う事業（以下この項において「第一号訪問事業」という。） 

（ﾛ）居宅要支援被保険者等の介護予防を目的として、厚生労働省令で定める施設にお

いて、厚生労働省令で定める基準に従って、厚生労働省令で定める期間にわたり日

常生活上の支援又は機能訓練を行う事業（以下この項において「第一号通所事業」

という。） 

（ﾊ）厚生労働省令で定める基準に従って、介護予防サービス事業若しくは地域密着型

介護予防サービス事業又は第一号訪問事業若しくは第一号通所事業と一体的に行

われる場合に効果があると認められる居宅要支援被保険者等の地域における自立

した日常生活の支援として厚生労働省令で定めるものを行う事業（ニにおいて「第

一号生活支援事業」という。） 

（ﾆ）居宅要支援被保険者等（指定介護予防支援又は特例介護予防サービス計画費に係

る介護予防支援を受けている者を除く。）の介護予防を目的として、厚生労働省令

で定める基準に従って、その心身の状況、その置かれている環境その他の状況に応

じて、その選択に基づき、第一号訪問事業、第一号通所事業又は第一号生活支援事

業その他の適切な事業が包括的かつ効率的に提供されるよう必要な援助を行う事

業（以下「第一号介護予防支援事業」という。） 

 

（第１１５条の４５の５） 

（1）第百十五条の四十五の三第一項の指定（第百十五条の四十五の七第一項を除き、以

下この章において「指定事業者の指定」という。）は、厚生労働省令で定めるところ

により、第一号事業を行う者の申請により、当該事業の種類及び当該事業の種類に係

る当該第一号事業を行う事業所ごとに行う。  

（2）市町村長は、前項の申請があった場合において、申請者が、厚生労働省令で定める

基準に従って適正に第一号事業を行うことができないと認められるときは、指定事業

者の指定をしてはならない。 
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（第１１５条の４５の７） 

市町村長は、第一号事業支給費の支給に関して必要があると認めるときは、指定事業

者若しくは指定事業者であった者若しくは当該第百十五条の四十五の三第一項の指定に

係る事業所の従業者であった者（以下この項において「指定事業者であった者等」とい

う。）に対し、報告若しくは帳簿書類の提出若しくは提示を命じ、指定事業者若しくは当

該指定に係る事業所の従業者若しくは指定事業者であった者等に対し出頭を求め、又は

当該職員に、関係者に対して質問させ、若しくは当該指定事業者の当該指定に係る事業

所、事務所その他当該指定事業者が行う第一号事業に関係のある場所に立ち入り、その

設備若しくは帳簿書類その他の物件を検査させることができる。 

 

 


